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2 Up－6 イギリス住居管理協会における住居管理者養成の新たな展開

目白学園女短大　中島明子

住　　居

　目的　今後日本において課題となってくるであろう集合住宅管理のマンパワーを、いか
に養成するかを検討するために、イギリスの住居管理協会（the Institute of Housing）

における住居管理者（housing manager)養成システムと、近年の動向について紹介する。

　方法　住居管理協会の文献資料収集及びヒアリング（93年10月〉による。
　結果［組織の概要］住居管理協会は、オクタヴィア・ヒル（1838－1912)の後継者に

よって設立された女性による住居管理人組織等が再編統合して1965年に男性も含めた組織

となり、1975年に現在の形態となった非営利の民間職能組織である。当初はイギリスに存

在する大量の公営住宅にかかわる住宅局職員及び現場職員の養成（訓練と資格試験の実施
）が中心的役割であったが、次第にその内容を拡大し、「全ての人々のため良質で適切な

住居の供給と管理を推進する」ための包括的な活動を行うようになった。［会員及び資格

］会員は約１万１千人、個人会員は39%、学生会員が36％を占め、所属としては地方自治

体の職員が半数である（92年）。会員はイギリス全国及び、香港(7％）と海外会員がい

る。資格については、住居管理協会が直接実施する講座と試験により取得するものと、協
会が認定した大学の、住居研究または行政研究住居部門のBTEC/SCOTVEC卒業証書、住居研

究高等BTEC/SCOTVEC卒業証書、住居卒業証書（香港）、大学学部及び大学院修了証書取得

等によって得られる。［90年代の新たな展開］イギリス住宅政策の構造的変化は、公営住

宅をはじめとする集合住宅の管理システムの改革を迫っており、協会でも公営住宅以外の

供給主体やCCTの導入等に対する新たな対応と共に、より高度な職能開発を行っている。

２ Up－ ７ 生活改善同盟会の活動状況について　１　－支部の設置--

　○昭和女大（院）礒野さとみ　　東工大附属工高　内田青蔵

■目的・方法：生活改善同盟会は、生活改善の啓蒙活動を目的として文部省の援助を受け

て設立した組織で、生活改善運動の中心的役割を担い社会に多くの影響を及ぼした。この

同盟会は大正９年１月に発会し大正12年4こ財団法人となり昭和８年11月まで活動を行って

いる。大正10年４月からは機関誌を発行し、同盟会の活動報告や生活改善の必要性を説き

広めている。同盟会の組織は、支部を全国に設けている点が特徴として挙げられる。そこ

で本研究では、機関誌を資料とし、同盟会の活動状況を明らかとするため、支部の設置を

通して組織構造を見ていく。

■結果：生活改善同盟会規約の第１条に「本会ハ生活改善同盟会卜称シ、本部ヲ東京二、

支部ヲ地方二置ク」と定められ、大正９年９月に香川支部が設立し、大正10年４月の機関

誌第１号発行迄には石川県支部・室蘭支部が設立している。大正10年には、支部設置を推

し進めるため地方長官に対して支部設置の依頼をするなど、積極的に支部設立活動を行っ

ている。この結果大正９年から昭和８年までの間に16の支部ができ、愛知県支部に於いて

は分会を一つ設けている。支部事務所所在地の判る秋田・愛知・岡山・門司・室蘭・広島

の６支部では、愛知県支部が県の教育会内に支部事務所を置き、他の５支部は県庁、市役

所、区役所といった役所内に置いている。このことから生活改善同盟会は、生活改善の啓

蒙活動を展開するにあたって文部省後援という特性を利用した会の組織作りを行い、そこ

には役人や教育関係者から国民へという伝達の構図が窺える。
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